
保護観察対象者等の雇用の概要
　犯罪をして刑に服した人たちや、非行をして少年院に入所していた人たちは、矯正教育を受けたあとには、地域に戻ってきます。その時に、仕事に就き、健全な仲間や安定した収入を得ることができないことは再犯リスクとなります。事実、法務省の調査によれば、無職者の再犯率は有職者の３倍になり、また、刑務所再入者の実に約７割が再犯時に無職であったという結果が出ています。
　地域の安全・安心を実現するためには、事情を理解したうえで犯罪や非行をした人たちを雇用し、改善更生に協力する事業者の存在が不可欠であり、保護観察所では、そうした事業者の方々を「協力雇用主」として登録する制度を設け、雇用して就労継続に必要な生活指導や助言などに対して奨励金の支給など協力雇用主を支えるための様々な支援を行っています。
■保護観察対象者等
　保護観察は、犯罪をした人又は非行のある少年が、実社会の中でその健全な一員として更生するように、国の責任において指導監督及び補導援護を行うもので、
①　保護観察処分少年（家庭裁判所で保護観察に付された少年）
②　少年院仮退院者（少年院から仮退院を許された少年）
③　仮釈放者（刑事施設からの仮釈放を許された人）
④　保護観察付執行猶予者（裁判所で刑の全部又は一部の執行を猶予され、保護観察に付された人）
⑤　婦人補導院仮退院者（婦人補導院からの仮退院を許された人）
の計５種の人が“保護観察対象者”となります。
　上記の保護観察対象者に、更生緊急保護の申出をした者（刑事上の手続又は保護処分による身体の拘束を解かれた人で、親族からの援助や、公共の衛生福祉に関する機関等の保護を受けられない、又はそれらのみでは改善更生できないと認められた人）を加えて、“保護観察対象者等”といいます。
■大阪保護観察所への協力雇用主の登録
　▼登録要件

登録要件は暴力団と関係がない（属していない・協力していない・周辺者でない）事業者であること。

　▼登録の有効期限
　　　登録に有効期限はありません。
ただし、登録の継続の意思確認の際（大阪保護観察所では概ね２年毎）に、その回答が得られない、あるいは廃業等により実在が認められないときなどは、登録を抹消されることがあります。

　▼登録の単位
　　　本社の所在が大阪府内でなくても、府内の支社・事業所単位で登録できます。
　▼登録方法
　　　下記書類を揃えて大阪保護観察所に申請してください。

　　　①協力雇用主登録届

②暴力団と関係していない旨及び都道府県警察への暴力団関係照会に同意する旨の誓約書

③役員等名簿

④登記事項証明（写しでも可）。なお、個人事業主の場合は不要
⑤本人確認書類（同上）

（登録申請・お問い合わせ）
	大阪保護観察所
	所在地
	電話番号

	
	大阪市中央区大手前4－1－76
大阪合同庁舎第４号館５階
	06－6949－6244


■大阪保護観察所による公共工事等の競争入札等における協力雇用主に関する証明書
　　地方公共団体による就労支援の取組みとして、公共工事等の競争入札等において協力雇用主を優遇する制度を導入する例が増えています。
大阪保護観察所では、協力雇用主が上記のような優遇制度を導入している府内の地方公共団体の公共工事等の競争入札等に使用する場合に限り、大阪保護観察所に「協力雇用主」として登録している事実や、雇用期間の全部又は一部において保護観察対象者等であった人を雇用した（雇用している）事実について、書類により申請をすれば、所長名の証明書を発行してもらえます。（※申請にあたっては、すでに事情を知っている人事担当者が手続を行うなど、個人の犯罪歴や非行歴等に関する情報の拡散防止にご留意ください。）
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